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要旨 

 大学における原子力教育を中心として、その現

状並びに今後の望ましい方向について述べる。将

来の原子力教育・研究を魅力あるものにするには

どのようにすればよいかについて考える。また原

子力ルネッサンスを今後とも継続するために教育

用（研究用）原子炉を今後とも維持する必要性に

ついて述べる。 

１．背景 

エネルギー保障と安定供給に対する世界の関心

や、環境問題と調和する基幹エネルギー源として

ポテンシャルの高い原子力エネルギーへの期待が

大きい。欧米などの原子力エネルギー利用諸国で

は原子力復興の気運が高まっている。 

米国では原子力2010プログラムで、2010年まで

に25基以上のプラントが建設予定であり、さらに

第４世代（ＧＥＮＩＶ）原子力システムの研究開発に

関する国際フォーラム（ＧＩＦ）を発展させるために

ＧＮＥＰ（国際原子力エネルギーパートナーシップ）

を提案した。 

ＧＩＦへの参加国は、米国・ロシア・フランス・英

国・日本・韓国の他12カ国であり、あとＥＵが参加

している。ＧＩＦ発足後、６つの候補概念が選定され、

2002年12月にロードマップを策定した。2005年２

月28日、ワシントンＤＣにて枠組協定（2005年２月

25日に閣議決定の行政取極）が締結された。 

ＧＮＥＰのパートナーシップ国は中国・フラン

ス・日本・ロシア・英国・米国の６カ国の予定で

あり、その目的は次の４項目である。 

・  米国の海外の化石燃料への依存度を下げ、

経済成長を促進する。 

・ 核拡散抵抗性を高める先進的技術を活用し

て核燃料リサイクルを行い、より多くのエ

ネルギーを再生産するとともに廃棄物を低

減する。 

・ 世界の成長と繁栄、クリーンな開発を奨励

する。 

・ 世界の核拡散のリスクを減らすため、最新

の技術を利用する。 

 

ＧＮＥＰを推進するため2007年４月に日本政府は

日米原子力エネルギー共同行動計画を策定し、署

名した。この計画に盛り込まれた研究開発協力を

ＪＡＥＡが進めていくことになっている。また、

ＤＯＥは産業界を対象とした公募資金プログラム

を発表した。（Ｆ Ｏ Ａ ： Funding Opportunity An-

nouncement).これに対し、2007年６月に三菱は

ＡＲＥＶＡと共同して応募し、先進リサイクル炉

（ＡＲＲ）は三菱が主導しＡＲＲ用の燃料再処理のた

めの統合核燃料取り扱いセンター（ＣＦＴＣ）は

ＡＲＥＶＡが主導する予定である。 

また、フランスではシラク大統領が2020年に高

速原型炉の運転を開始すると表明した。 

日本では平成18年に資源エネルギー庁の総合資

源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会が

新・国家エネルギー戦略を発表し、このエネルギ
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ー需要の中で日本においても高速実証炉を2025年

までに建設し、商用化を2050年頃に実行する原子

力立国計画を打出した。 

また、大学及び高等専門学校における原子力分

野の人材育成の充実を支援するため文部科学省と

経済産業省は「原子力人材育成プログラム」を平

成19年度から開始し、①原子力研究促進プログラ

ム ②原子力コア人材育成プログラム ③原子力

教育支援プログラム ④チャレンジ原子力体感プ

ログラムを公募し、19年度は大学29件、高専８件、

20年度は大学34件、高専９件の採択があった。 

２．大学における原子力教育 

最近の原子力関連のカリキュラムは北海道大学、

東北大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学、

武蔵工業大学、名古屋大学、福井大学、福井工業

大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、九州大学

等19大学に存在し、各大学でそれぞれ特色ある学

部、大学院教育を実施している。 

各大学の特色をまとめると、概して２種類に分

離できる。１つは最近の原子力ルネッサンスを反

映して、学科名、専攻名に「原子力」とつけた大

学、もう１つは環境、機械等の学科と統合して専

攻名を「環境・エネルギー工学」等に変更し、教

育・研究内容の幅を広くした大学である。ここで

は前者の例として東京大学、後者の例として大阪

大学を挙げ、簡単にその特色を記す。 

 東京大学では2005年４月に優秀な原子力人材を

育成するため、原子力専攻（原子力専門職大学院)、

原子力国際専攻の２専攻を発足させている。原子

力専門職大学院では、原子力利用において遭遇す

る様々な問題を理解し、自らの頭で考え解決でき

る能力を持つ人材、すなわち「問題解決能力を持

つ原子力専門家」の育成を目標としている。旧来

の原子力系工学科に存在した原子力工学の基礎科

目や、原子力の利用と関係する応用科目だけでな

く、原子力利用に関係する法規と社会規範に関す

る講義、社会の中の原子力問題の困難さを理解し、

対処法を誤らない能力を養うための講義や演習も

用意されている。 

原子力国際専攻は国際舞台で活躍できる人材の

輩出を目指している。これまでの原子力から、さ

らに新しい時代に対応した原子力エネルギーへの

展開が重要だと考え、革新技術を積極的に取り入

れた「先進原子力エネルギー」、社会の受容性や原

子力の技術政策においては、国内的のみならず国

際規模での戦略も必須であるという観点からの

「原子力社会工学」、目覚しい利用が展開されてい

る診断、治療分野の「先進レーザー・ビーム科学

と医学物理」の三大重点分野の研究・教育を柱と

している。 

大阪大学では2005年４月に旧原子力工学専攻と

環境エネルギー工学専攻を統合して新たに「環

境・エネルギー工学専攻」を発足させた。さらに、

学科も2006年４月より「環境・エネルギー工学科｣

となった。本稿ではこの新専攻、新学科のうち原

子力教育に関するカリキュラムについて説明する。 

 学部教育としては、学部２年までには言語学、

数学、力学、化学、生物学の基礎科目並びに環境・

エネルギーの課題に対する視野を教育する講義・

演習がある。学部３年からは炉工学、量子線生物

学の基礎、原子炉システムについて教育し、原子

力を学ぼうとする学生の基礎学力を養成する。４

年生では各研究室に配属され教員や先輩の指導の

もとで独自のアイデアと工夫により創造的な卒業

研究に取り組む。これが研究者、技術者としての

スタートとなる。 

 また、学生実験では近畿大学の原子炉を用いて、

学生に臨界近接、臨界を体験してもらう原子炉実

習を実施している。 

 大学院教育ではまず、課題の発見と未来志向的

な思考を促し、さらに、ダブル・メジャー的な習

得目標に沿って、多種のプログラム（環境マネジ

メント、共生環境デザイン、循環型材料・資源シ

ステム、共生エネルギーシステム、保全・共生シ

ステム、量子エネルギー、環境リスク管理）のう

ちから２つを選択、履修する独自の教育システム

を提供する。その結果、専門分野を深めると同時

に、上記の学際性とマネジメント能力を身につけ

ることを支援する。 
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 原子力学を教える量子エネルギープログラムで

は中性子工学、炉物理、炉制御エネルギー変換材

料等の専門的な分野を教え、原子力の仕事をマネ

ージできるポテンシャルを授ける。 

 修士課程での原子炉実習としては京都大学原子

炉実験所臨界集合体ＫＵＣＡを用いた大学院実験、

「もんじゅ」シミュレータを用いた実習を現在実

施しており、これに加え、「常陽」を用いた実習も

実施している。大学院を修了した学生はより深く、

原子炉を体験できるようにしている。 

大学院実験に加え、大阪大学の原子力教育のユ

ニークなものとして「実践力向上のメンター制と

PBリーダー養成プログラム」制度がある。これは、

文部科学省の「魅力ある大学院教育」イニシアテ

ィブ（2005－2006）に採択されたプログラムで、

将来の原子力開発等を担う若手技術者の養成を目

指している。 

大阪大学では、次世代原子力技術開発を担う研

究拠点を形成するため、「原子力ルネッサンス・イ

ニシアティブ」を平成18年４月に発足させた。「原

子力ルネッサンス・イニシアティブ」では、工学

研究科の横断的組織として個々の研究者との協働

を推進するとともに、関西地区の原子力研究・開

発機関との連携を強化し、産官学の研究ポテンシ

ャルの結集を図る。さまざまなポテンシャルを持

った個の結集によりその力が増幅されることを期

している。 

「原子力ルネッサンス・イニシアティブ」は、

(１)“原子力エネルギー学”の研究、(２)次代を

担う研究者や技術者の教育、(３)国のエネルギー

政策や産業界の活動への協力や地域社会への分か

り易い説明責任の一端を担うなどの社会貢献－を

３つの柱として活動している。 

以上、東京大学及び大阪大学の教育・研究の特

色について述べたが、今後の原子力教育について

考えてみる。 

大学における原子力教育は各大学の特色を出し

て、それぞれの目標を達成するべきである。原子

力の将来を担う優秀な学生を育てるためには・原

子力基礎教育に加え、夢のある教育・研究を大学

として実施し、学生に原子力の魅力を感じさせる

必要がある。 

原子力基礎教育としては原子物理学、原子炉物

理学、熱水力工学、原子力工学、燃・材料工学、

放射線物理、放射線計測に加え、原子力法規、核

不拡散のカリキュラム、さらには工学倫理の講義

も必要となる。これらのカリキュラムを如何に体

系的に教育するかが、大学および教官の腕の見せ

どころとなる。 

原子力の魅力については原子力立国計画にも謳

われているように、一つとしては高速増殖炉の実

用化がある。将来は放射性廃棄物の量を減らすた

め、長半減期の核分裂生成物、さらにはマイナー

アクチニド核種（Ｎｐ－237、Ａｍ－241、243、Ｃｍ

－242、244等）を核変換させ消滅させることが望

まれる。高速スペクトル炉ではこれらの核変換が

可能であり、どのようにそれを実用化するかは非

常に興味があることである。さらには、次節で示

す次世代炉国際フォーラム（ＧＩＦ）で取り上げられ

ている次世代原子力システム（第４世代原子力シ

ステム）を国際協力の下、推進していくことは学

生にとって非常に魅力のある研究になると思われ

る。 

３．ＧＩＦと国際協力 

ＧＥＮ－Ⅳ 原子力システムでは持続可能性、経

済性、安全性、信頼性、核拡散抵抗性が必要事項

として要求されている。特に、持続可能性に関し

ては長期に亘るエネルギー源、燃料有効利用の他、

放射性廃棄物を最小にする、さらにはその管理が

確実に実施されることが明記されている。安全性、

信頼性に関しては、仮に事故が発生しても周辺住

民がサイト周辺から避難する緊急体制が不必要に

なることも謳われている。このような次世代の革

新的原子力システムとして表１に示される６種の

システムがある。高温ガス炉（ＶＨＴＲ）、ナトリウ

ム冷却高速炉（ＳＦＲ）、超臨界圧炉（ＳＣＷＲ）、ガ

ス冷却高速炉（ＧＦＲ）、鉛冷却高速炉（ＬＦＲ）、溶

融塩炉（ＭＳＲ）である。 

 高速ガス炉はガス（Ｈｅ）冷却の黒鉛減速炉であ
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り、ガスの炉心出口温度を900～1000℃にすること

が可能であり、この高温を利用し熱化学プロセス

等による水素製造ができるのが特徴である。ナト

リウム冷却高速炉は炉内圧力が１気圧程度と加圧

されていないことが特色であり、小型炉から大型

炉までの設計が日本、ロシア、フランス、米国、

中国、インド等で進められている。超臨界圧炉は

水を臨界圧力点を越えた状態で用い、高温、高圧

からくる高い熱効率を狙うシステムであり、東大

の岡教授が提案した日本生まれの原子力システム

である。このシステムは熱中性子スペクトル、高

速スペクトルの共方が可能であり、非常に興味が

あるが、臨界点近傍での流動不安定性の検討が今

後の研究として残っている。ガス冷却高速炉はフ

ランスを中心として研究が進められており、高温

のガスによる熱効率の向上が狙いである。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このようにＧＩＦとしては６種の原子力システム

を提案している。日本は原子力エネルギーを基幹

電源として用いることが国の方針として決まって

いる。図１に示されるように中期的には軽水炉を

主体とし、中長期的に高速炉（ＦＢＲ）に移行し、

基幹電源の安定化を図ることになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナトリウム冷却高速炉の実用化を図るためには

革新技術の採用による経済性を有するシステム設

計、コンパクトで高性能な炉心開発、ナトリウム

固有の課題を克服し、信頼性を確保する設計、自

然循環冷却および受動的炉停止系を採用した安全

性の向上、およびこれらに適合したプラント概念

の構築が必要となる。 

４．原子力を拓く夢のある研究 

日本では高速炉（ナトリウム冷却高速炉）の実

用化にあたって、大出力２ループシステム、配管

短縮化、炉容器縮小等を革新技術の採用により検

討し、さらにマイナーアクチニド燃焼、高燃焼度、

コンパクトな高性能炉心等の研究開発、さらには

その基盤となる基礎研究の充実が求められる。 

このような研究開発は「常陽」「もんじゅ」を用

いて実施される。特に、「もんじゅ」は2009年２月

頃、臨界が予定されている。性能試験も約２年余

り続くので、実用化に向けての試験に期待したい。

性能試験は、「もんじゅ」の所期目的である発電プ

ラントとしての運転信頼性実証、運転経験を通じ

たナトリウム取り扱い技術確立のほか、研究開発

の場としての活用、利用、国際研究開発拠点化の

図１ 原子力システム導入計画案 

（ＪＡＥＡ資料より） 

表１ ＧＥＮ Ⅳ の 原子力システム 
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観点からも重要な役割を持っている。 

大学としても「もんじゅ」を以下の観点から利

用できることを期待する。 

（１）新しい手法・測定法の適用 

高速炉を対象とした新しい解析手法・測定法の

開発を行い、「もんじゅ」に適用する。例としては、 

ａ）解析手法 

 ・３次元キャラクタリスティクス法による燃 

料ペレット、箔の反応率計算 

・モンテカルロ法による出力校正・遮蔽解析 

ｂ）測定法 

 ・フィードバック反応度の成分分離 

・炉雑音解析による炉心パラメータ評価  

・動的制御棒価値測定 

 

（２）「もんじゅ」測定データ利用による研究活性 

   化 

「もんじゅ」は10年を超える停止により燃料中

にＰｕ-241の壊変によるＡｍ-241が蓄積されている。

Ａｍ含有炉心の炉心特性測定値からＡｍの核特性

への影響、Ａｍ核データの妥当性が評価できる。ま

た、自然循環・温度成層化に対するデータ（温度・

流量データ）から熱流動計算の向上を図ることが

可能となる。また、Ｎａ技術関連として不純物挙動

解析、蒸気発生器に異常検出のための音響計の開

発等が考えられる。 

 

（３）若手人材育成 

 「もんじゅ」性能試験の測定データ解析に是非、

学生（大学院学生）を加えていただくことを期待

したい。実機高速炉の解析を自ら実施することに

より原子力開発の魅力を知ってもらうことを期待

する。 

 

（４）国際協力の推進 

 核データの比較（特にマイナーアクチニドの

ＪＥＮＤＬ、ＪＥＦＦ、ＥＮＤＦ/Ｂデータの比較）炉心計算

ツールとＶ＆Ｖ、熱流動に関する国際ベンチマーク

を提案し、「もんじゅ」データにより国際協力を推

進する。 

 

 以上、高速炉関係の将来の研究テーマについて

述べたが、その他の革新炉、燃料、サイクル、廃

棄物関係の研究も重要なテーマであり、大学とし

てその基盤研究の向上に寄与したく考えている。 

 また、大学の原子力教育には教育用（研究用）

原子炉、臨界集合体による学生の実地教育が不可

欠である。日本では東大の弥生炉、京大原子炉の

ＫＵＲ、ＫＵＣＡ、及び近大の近大原子炉により多く

の大学の学部学生、大学院生を対象として、原子

炉運転、炉物理の実習を実施している。 

これらの原子炉の維持、管理には多大の管理・運

営費用、マンパワーが要求されている。 

 将来の原子燃料、原子炉本体、建屋の老朽化が

生じることを考慮し長期間に亘り教育用の原子炉

を存続させる工夫が必要となる。この作業は各大

学だけでなく、学会、政府機関、産業界を含めて

議論し、日本の原子力教育を支えていかねばなら

ず、協力体制が求められる。原子力ルネッサンス

が世界で謳われている折、原子力教育のルネッサ

ンスを日本でも是非実現させたいものである。 
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